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１．はじめに
今日、わが国の経済状況は低迷を続け、いまだ不況
の波から脱しきれないでいる。一方で、大競争時代の
中、企業を取り巻く環境はなお一層激しさを増してい
るのが現実である。こうした厳しい環境は、大企業の
みならず、中小企業においても同様のことである。
企業の競争力の強化には、経営管理の有用なツール
である管理会計が重要視されているわけであるが、中
小企業においては、管理会計の適用があまり進んでい
ないのが現実のようである。
そこで本稿では、中小企業において管理会計がどの
程度適用されているのかについて、主として業績管理
会計を中心に検討したいと考える。原価管理、利益管
理といった、企業の収益性に大きな影響を及ぼす業績
管理会計は、競争力の源泉を得るためにはきわめて重
要な概念・手法である。不況下で苦しんでいる中小企
業の競争力強化の方策の１つとして、業績管理会計の
適用可能性について検討したいと考える。
なお、本研究は、文部科学省科学研究費補助金によ
る共同研究「大都市部と農村部における製造業の存立
基盤特性と競争特性の比較研究」（1）の一環として、筆
者の研究領域である管理会計を軸に、主として中小企
業における競争優位を獲得するための要因を抽出する
ことを目的としており、今後、さまざまな企業等への
ヒアリング調査などを通じて、その実態を明らかにす
るとともに、管理会計的な側面からも、企業の競争優
位の特性について検討を加えていきたいと考える。
本稿では、実態調査に先立ち、中小企業における利
益管理や原価管理、すなわち業績管理会計の現状を主
として文献により検討し、そこでの問題点を抽出し、
その上で、そこで示された問題点・課題に対し、どの
ようなアプローチが可能なのか検討したいと考える。
Ⅱ　中小企業を取り巻く環境の変化
本章では、中小企業を取り巻く近年の環境変化につ
いて、若干の検討を行いたい。それにより、中小企業
において管理会計の重要性が高まりつつある状況を示
すとともに、業績管理会計の有用性について検討した
いと考える。
１．経営革新の重要性
―中小企業を取り巻く法的環境変化―
近年、中小企業に対する政策が大きく変化し、それ
に伴い中小企業関連の法改正が行われた。
まず、1999年12月に中小企業基本法が抜本的に改正
され、また2000年４月には中小企業指導法が中小企業
支援法に改正され、一方で、1999年３月に中小企業経
営革新支援法が制定され、中小企業を取り巻く環境は、
政策面からも大きく変化しているのである。
中小企業基本法における政策体系の改定および中小
企業指導法から中小企業支援法への改正による変化
は、それぞれ、図表１・図表２に示すとおりである。
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また、中小企業近代化審議会が2000年10月に提出し
た答申「中小企業の経営革新支援について」の中の、
「中小企業を取り巻く経済環境と経営課題の変化」と
いう章においては、（１）コスト競争の激化と高付加
価値戦略、（２）経済構造のサービス化や情報技術の
進展による新たな中小企業の躍進、（３）市場指向性
の追求と企画提案型の経営戦略、（４）中小企業間の
格差拡大と経営課題の多様性、といった各節が設けら
れ、そこでは経営判断のスピード、情報武装や顧客ニ
ーズの多様化への対応、仕入れ・外注先の選択幅拡大
などの諸点が課題として提起されている［中小企業庁
計画部計画課編（2000）、211－216ページ］。
このように、中小企業に対する新たな政策の中で示
されている課題は、近年の管理会計における課題と符
合しており、それは最終的には企業が競争に勝ち抜く
こと、すなわち利益の最大化の達成が目的のひとつで
あり、そのためには、戦略的な利益管理・原価管理が
きわめて重要であるといえる。
しかしながら、中小企業においては、管理会計面の
みならず、さまざまな問題を抱えているのが現実であ
る。したがって、上掲のような諸課題に対して、中小
企業の経営者および中小企業診断士や税理士をはじめ
図表１　中小企業基本法における政策体系の改定 
旧・中小企業基本法 新・中小企業基本法 
出所：（社）中小企業診断協会編（2000）、３ページ。
中小企業構造の高度化（生産性の向上）
 
事業活動の不利の補正（取引条件の向上）
 
 
金融・税制（共通の施策ツール）
小規模企業への配慮
経営の革新・創業の促進（自ら頑張る企業 
の支援）
経営基盤の強化（経営資源の充実）
経済的社会的環境の変化への適応の円滑化 
（セイフティネットの整備）
金融・税制（共通の施策ツール）
小規模企業への配慮
図表２　中小企業指導法から中小企業支援法への改正による変化 
旧・中小企業指導法  新・中小企業支援法 
出所：（社）中小企業診断協会編（2000）、５ページ。
法律理念の変更 民間能力を活用した「支援」 
官による上からの「指導」
支援体制の変更 
「指導事業」…総合指導所などの公務員によ 
る診断・指導
（中小企業者に対する画一的施策メニュー） 
中小企業診断士の資格 
対象者の変更 
都道府県などが行う中小企業指導事業にお 
いて経営の診断を担当する者の能力認定制 
度（公務員を対象として想定） 
診断の重点の変更 
「支援事業」…都道府県等支援センターな
どが中心となり、地域の中小企業支援機関
と連携を図りつつ、中小企業診断士などの
民間事業者の活用による診断・助言（中小
企業者の必要に応じた幅広い支援） 
民間を含め、経営の診断および助言の業務
を行う者の能力認定制度（幅広く民間コン
サルタントを対象） 
診断（現状分析）に加え、助言（企業の成
長戦略のアドバイス）を重視 
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としたコンサルタント業務に携わる専門家が、経営管
理のさまざまな局面において、管理会計が経営管理の
ツールとして有効に機能すべく、中小企業におけるそ
の役割や意義を十分に理解することが極めて重要であ
ると考える。
そうした中で、中小企業診断士に関しても、法制度
の変更をはじめ、大きな変革がなされている。とりわ
け、中小企業診断士の役割で大きく変更された点につ
いては、業績管理会計の視点からも注目に値する。す
なわち、経営管理の合理化のコンサルティングでは、
原価計算制度の導入指導などの伝統的・基本的なレベ
ルの指導はもちろんのこと、今日の管理会計の主要な
テーマである戦略管理会計の適用可能性をも視野に入
れてのコンサルティングが期待されている。それと同
時に、中小企業診断士に対する要求も高度化・専門化
が期待されているのである。そこで次節では、中小企
業診断士制度の変更点から、中小企業を取り巻く環境
変化について検討したい。
２．中小企業診断士制度変更の背景
上述のように、中小企業基本法における政策体系の
改定、中小企業指導法から中小企業支援法への改正が
なされ、それに対応する形で中小企業診断士制度も大
きく変更された。旧制度と新制度の相違は、以下の図
表３のとおりである。
このように、中小企業診断士制度は大きく変更され
たわけだが、その背景には、21世紀に期待される中小
企業像は、機動性、柔軟性、創造性を発揮し、「わが
国経済のダイナミズムの源泉」として、積極的な役割
が期待される多様な存在と位置づけられ、そのために
「経営の革新・創業の促進」、「ソフトな経営資源の確
保」の支援が必要不可欠であること、さらに、行政の
「指導」から市場機能を発揮させつつ民間能力を活用
した施策へと、中小企業に対する政策が大きく転換し
たことを指摘することができる［（社）中小企業診断
協会編（2001）、4-7ページ］。
こうした状況の中で、中小企業診断士にはいかなる
能力が求められているのであろうか。それを端的に表
している中小企業診断士の試験科目とその内容につい
て、図表４に示すことにする。
今回の変革での１番大きな変更点は、部門制の廃止
である（2）。これは経営環境の変化によりコンサルタン
図表３　中小企業診断士の法律上の位置づけの変更 
旧 制 度  新 制 度  
出所：（社）中小企業診断協会編（2001）、10ページの本文に基づき作表。
中小企業指導法に基づく 
中小企業指導事業（公的診断）における指導 
担当者 
 
業務は「経営の診断」のみ 
中小企業診断士試験は通商産業省令に基づい 
て実施 
中小企業支援法に基づく 
中小企業者が経営資源を確保するための業務 
に従事する者（公的支援事業に限らず、民間 
で活躍する経営コンサルタント） 
業務は「経営の診断および経営に関する助言」 
中小企業診断士試験は法律上の国家試験 
図表４　中小企業診断士第１次試験の試験科目 
試 験 科 目 
出所：（社）中小企業診断協会編（2001）、27ページ。 
　　　  一部省略。
経済学・経済政策 
財務・会計 
企業経営理論 
　イ　経営戦略論 
　ロ　組織論 
　ハ　マーケティング論（製品開発を含む。） 
運営管理（オペレーション・マネジメント） 
　イ　生産管理 
　ロ　店舗・販売管理 
経営法務 
　イ　事業開始、会社設立、倒産等に関する知識 
　ロ　知的財産権に関する知識 
　ハ　取引及び契約法務に関する知識 
　ニ　資本市場に関する知識 
新規事業開発 
経営情報システム 
　イ　情報技術に関する基礎的知識 
　ロ　戦略情報システム 
中小企業経営・中小企業政策・助言理論 
　イ　中小企業の経営特性及び経営課題 
　ロ　中小企業政策 
　ハ　コンサルティング理論、カウンセリング理論 
　　　及びコーチング理論 
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ト業務の業際化・高度化が要求され、その結果として
経営情報システム、サプライチェーン・マネジメント
やバランスド・スコアカードなどの新たな経営管理手
法に関する知識が要求されることとなったのである
［（社）中小企業診断協会編（2001）、23-25ページ］。こ
こで挙げられているバランスド・スコアカードは、財
務、顧客、業務プロセス、学習・成長という４つの視
点から戦略を具現化する手法であり、それは定量的指
標と定性的指標とを組み合わせての業績評価手法とも
言え、サプライチェーン・マネジメントをも含め、管
理会計的な手法や概念が要請されていることは、中小
企業の経営管理において、管理会計が極めて重要な位
置づけにあることを端的に示しているといえる。
３．小　括
以上、中小企業を取り巻く変化について、その法制
度改定を中心に検討してきた。そこでは、中小企業に
対しては経営革新が極めて重要な課題として提起され
ており、それは同時に企業の生き残りを賭けた競争力
の強化へとつながるものであるといえよう（3）。そこで
は、経営管理の有用なツールである管理会計の役割は
大きく、経営管理の対象が複雑化し、多岐にわたる中
では、とりわけ、経営管理に貨幣単位という共通の尺
度を用いることができる管理会計は、きわめて重要で
あるといえよう。
もっとも、本章で取り上げた法制面を中心とした一
連の改革に関連して、「改革イコール管理会計の適用
重視」と表現すると言い過ぎのような感もあるかもし
れないが、しかしながら、経営の実態からすれば、管
理会計の概念と技法は、これらの経営革新を強力に支
援する経営管理のツールとして位置づけられるべきで
あり、とりわけ、伝統的な管理会計の主要分野である
業績管理会計が各企業に定着し、その役割を果たすこ
とはきわめて重要な課題であると考える。むしろ、こ
れら中小企業を取り巻く諸問題を、統合的に整理し、
それぞれの課題やツールを効果的に活用するために
も、管理会計は重要な役割を果たすものと考える。
Ⅲ　中小企業における管理会計の研究
前章においては、わが国の中小企業をめぐる環境変
化について、その政策面および法制面での改革を中心
に考察し、管理会計が今後、中小企業の経営管理におい
ても重要な役割を担う可能性が高いことを示唆した。
本章では、中小企業における管理会計の適用に関す
るこれまでの研究について概観し、そこで示された研
究結果を検討し、今後の研究における問題点や課題を
抽出したいと考える。
１．先行研究のレビュー
―外国文献をもとにした研究事例―
中小企業における管理会計に関する研究は、きわめ
て少ないのが現状であるが、管理会計の理論と実践の
現状などを研究対象とした先行研究としては、例えば、
飯塚（1982）や伊達（1981）などを指摘することがで
きる。
飯塚は、米国の論文を軸に、管理会計の一般理論と
その実践との比較研究を紹介し、その乖離の究明が重
要であることを指摘している。当該論文で設定された
問題意識は（１）中小製造業における経営者意思決定
は高度に構造化されているか、また意思決定過程は一
般に正式な秩序ある形でなされているか、（２）会計
データは中小製造業の意思決定者によって精緻な事情
に精通した形で用いられているか、の２点である。こ
れに対する結論として、（１）に関しては、中小製造
業における経営者意思決定は高度に構造化されておら
ず、意思決定過程は正式な秩序ある形でもなされてい
ない、（２）に関しては、会計データは一般に中小製
造業の意思決定者によって精緻な事情に精通した形で
用いられていない、というものである［飯塚（1982）、
52-53ページ］。
さらに、理論と実践の比較結果の分析からは、以下
のような指摘がなされている［飯塚（1982）、51-52ペ
ージ］。
①　一般に中小製造業には固定費と変動費の正確な
定義も区別も欠けている。
②　中小製造業には増分ないし差額分析が欠けてい
る。
③　他の定義や異なる原価構造がより意味があり、
また経営者にずっと便益がある多数の状況におい
て、全部製造原価が用いられている。
④　中小製造業の経営者は一般に、潜在する問題領
域を探求し分析することにおける会計の有用性を
意識していない。
⑤　６つの決定領域（筆者注：１．製品の価格決定、
２．資本設備分析、３．CVP分析、４．予算制度、
５．在庫管理、６．製品ないし部品を自製するか
外買するか）の多くにおいて、大多数の経営者や
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幹部は単純であまり複雑でなくあまり理論的に正
しくない手続や技法を用いている。
⑥　中小製造業の経営者はしばしば正式な原価の計
算よりも企業の業務環境に係る決定をする。
⑦　管理会計と経営者経済学の理論の多くは、企業
は利益極大を追求し、短期的にはこの目標からの
乖離は認められている理論からの乖離と原因とな
る、という単純仮定にもとづいている。
⑧　一般に中小企業の経営者は会計情報が経営者意
思決定において有用である事実を意識しているよ
うに思われるが、どのようにその便益を利用した
らよいかわかっていないようである。
以上の見解から、総じて中小製造業においては、管
理会計の適用は進んでいないことが看取できる。また、
業績管理会計の視点からすれば、CVP分析や予算制度
という点が問題意識の対象となるわけだが、まずCVP
分析に関連して、貢献利益が調査対象企業のうちわず
かに１社のみが採用しているに過ぎないことが指摘さ
れている。一方、損益分岐点分析は、調査対象企業の
約60％が採用しているが、原価態様が十分に理解され
ず、CVP関係が正確に理解されているとは言いがたい
ことが指摘されている［飯塚（1982）、48ページ］。
また、予算制度に関しては、予算管理制度の計画面
においての理解は進んでおり、会計情報が広範に用い
られているものの、統制面においてはほとんど実施さ
れていないことが指摘されている［飯塚（1982）、49
ページ］。
このように、業績管理会計の適用は、その概念およ
び手法の理解の段階からして、きわめて不十分である
ことが指摘できる。
一方、伊達は米国のテキストの紹介を軸に、中小企
業の管理会計への新たなアプローチについて指摘を行
っているが、そこでは、大企業の開発した技法を中小
企業へ導入するためには、知識集約的な小企業以外に
は難解ではないかと指摘している［伊達（1981）、216
ページ］。
以上のことから、これらの米国文献に依拠した先行
研究においては、研究対象文献が1970年代のものが多
いことも影響してか、総論的な研究結果である点は否
めないが、基本的には管理会計の適用が不十分な状況
を提示していると言えよう。
２．最近の研究動向について
前節においては、中小企業における管理会計の適用
可能性に関する初期の先行研究を取り上げたが、本節
では、最近の研究事例を取り上げ、その問題意識の所
在とそれに対する結論について検討する。
最近の研究の一例としては、西脇（2000）や山田
（2000）などを挙げることができよう。
西脇は、業績評価について、管理会計の側面と人事
労務管理の両面から考察を行い、定性的な業績評価指
標としての非財務的指標に基づく業績評価を管理会計
制度に組み込むことについて検討を行っている。そこ
では、以下に示すような報酬システムの具体的事例が
取り上げられている［西脇（2000）、112ページ］。
新報酬システムの構築に際し、管理会計制度上の業
績評価会計という面からは財務的指標を、そして人事
労務管理面にも関連する動機づけによる非財務的指標
の両方を加味して支給することとし、それぞれ次のよ
うな指標を加味している。まず、財務的指標について
は、経常利益、売上高経常利益率、本社共通費の負担
割合、直接原価計算における限界利益率、損益分岐点
などの指標を加味し、一方、非財務的指標としては、
顧客に対する満足度を最重点にしたが、当該システム
では、非財務的指標を管理会計制度に組み込むことは
できなかったが、その足がかりとしては有意義である
と指摘している［西脇（2000）、112ページ］。
一方、山田は、中小企業の会計実務の実態を「企業」
「会計事務所」「コンピュータサービス会社」の「3層
構造の仮説」が成り立っているとの仮説を示し、その
仮説検証のために、中小企業の会計情報システムに関
してアンケート調査を実施している。この研究は、仮
説発見型の研究であり、今後の研究が待たれるところ
であるが、論文全体を通して示された仮説は以下の５
つである。
①　会計事務所は個別の企業の特殊事情を考慮した
業務用会計システムを特別注文することはない
②　わが国企業のために会計事務所が用いている業
務用会計システムには汎用性があり、５つのタイ
プに分類できる（4）。
③　業務用会計システムは、出力書類の作成過程
（入力作業等）、質および量の点において、各コン
ピュータサービス会社それぞれ特性がある
④　企業の会計実務はコンピュータサービス会社が
作成し提供している業務用会計システムの特性、
制約、問題点等に大きく影響を受ける
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⑤　従業員数の規模が大きな企業ほど、会計事務所
に依存せず独自の元帳作成や税務申告書作成など
の会計業務を行っている割合が高くなる
以上のように、山田の研究は、中小企業における会
計実務の実態を明らかにするとともに、中小企業にお
いて、いかなる会計情報が重要視されているかといっ
た点へも研究が展開される可能性があると思われ、そ
の情報が原価管理や利益管理といった業績管理会計に
関わるデータとして重要視されているのかといった点
は、今後の研究課題として重要であると考える。
３．小　括
前節まで、中小企業における管理会計研究に関する
先行研究について検討してきたが、そこから次のこと
が指摘できよう。まず、当該研究は、きわめて研究が
進んでおらず、したがって、その研究蓄積もわずかな
ものであるといえる。初期の研究においては、外国文
献の紹介といったレベルに留まっており、そこでの研
究結果がわが国の中小企業の管理会計へ還元されてい
ないのではと思われる。その要因については、本研究
を基礎に、今後実態調査を行う中で改めて検証したい
と考える。
一方、最近の研究においては、事例研究やアンケー
ト調査など、より具体的に実態を把握しようとする傾
向がみられるが、そこから看取できることは、中小企
業を対象とした研究が、いわばその緒についたばかり
であるという現実である。しかしながら、このことは
こうした研究が現在においてようやく注目されつつあ
ることを意味しており、その点を受けて、筆者の研究
課題である、中小企業のおける競争優位性との関連に
おいて、中小企業における管理会計のあり方について、
研究を展開していきたいと考える。これら最近の研究
成果を参考にしながら、中小企業の管理会計、とりわ
け競争優位性の獲得と関連が強い利益管理・原価管理
といった視点からの実態調査を実施し、さらなる問題
点の摘出を試みたいと考える。
Ⅳ　業績管理会計の中小企業における
適用度合
前章においては、先行研究に基づき、中小企業への
管理会計適用可能性をめぐる問題点および課題を検討
した。そこで本章では、主としてコンサルタントの視
点から、現実に中小企業において、利益管理や原価管
理といった業績管理会計がどの程度認識され、活用さ
れているのか検討したいと考える。
１．中小企業における業績管理会計に対する認識
本節では、中小企業の業績管理・業績評価の現状に
関して、中小企業のコンサルティングに関する論稿か
ら検討し、そこでの水準が伝統的な管理会計の基本
的・初歩的認識の域を出ていないことを指摘したい。
中小企業の経営者などを対象とした雑誌等におい
て、業績管理と管理会計との関係について取り上げて
いる論稿や記事を検討すると、そこで示されているこ
とは、端的に言えば、伝統的な管理会計の重要性を説
いているものの、その内容は、実に基本的・初歩的な
図表５　業績管理の５つのレベル（ステップ） 
管理レベル 経営課題  重点となる業績 経営のキーワード 
出所：千賀（1998）、63ページ。
レベル１ 
 
レベル２ 
 
レベル３ 
 
レベル４ 
 
レベル５ 
財務会計 
 
全社業績管 
理 
部門別業績 
管理 
次期経営計 
画の導入 
戦略的中期 
経営計画の 
実現 
日々の経理体制と月次決 
算に向けた仕組みづくり 
月次の全社業績が翌月初 
につかめる仕組みづくり 
部門別の業績管理による 
経営幹部の育成 
計画性のある経営スタイ 
ルの始動 
利益思考経営の実現 
商品別粗利益 
 
全社の月次経常利益 
 
部門別の貢献利益 
 
成果配分と目標経常 
利益 
フリーキャッシュフ 
ロー 
正確性・適法性 
適時性 
戦略性 
計画性 
先見性 
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水準である。これは対象である中小企業の経営者の業
績管理や管理会計に対する認識の低さを物語っている
といえよう。
例えば、業績管理は「利益を生み出すために必要な
意思決定データを効率よく把握する仕組み」「経営者
の決断力をサポートする仕組み」といった定義がなさ
れており、利益管理の重要性と迅速な意思決定の重要
性が問題意識として表れていると言えよう［千賀
（1998）、62ページ］。
そこでは図表５のように、業績管理の５つのレベル
が示されているが、その内容は、基本的・初歩的な段
階から始まっており、全体的に見ても、平易なレベル
であることが窺える。
また、図表５に関連して、それぞれのレベルのチェ
ック項目が提示されおり、それは以下のとおりである。
上述の諸点に示されているように、中小企業に対す
図表６　財務会計のレベル（レベル１）のチェック項目 
出所：千賀（1998）、64ページ。
□　　□　　毎日、現金取引を記録し、終業時に金種別に金庫の残高を確認し、報告さ 
　　　　　　せている。 
□　　□　　週単位には預金取引を記録し、銀行と照合した口座別の残高を報告させて 
　　　　　　いる 
□　　□　　得意先元帳と仕入先元帳は日々記帳し、残高を把握している 
□　　□　　毎月、たな卸（帳簿たな卸、実地たな卸のどちらでも可）を行っている 
□　　□　　旅費精算、仮払いなどは社内規定に基づき行っている 
□　　□　　毎月の売上げは個人別や商品別に目標化し、実績と比較している 
□　　□　　月末には今後３カ月程度の資金繰り予定表を作成し、検討している 
ＹＥＳ ＮＯ 
図表７　全社業績管理レベル（レベル２）のチェック項目 
出所：千賀（1998）、64ページ。
□　　□　　社長に対する前月までの業績報告は翌月１週間以内に行われている 
□　　□　　毎月の社長への業績報告は１～２枚の書類に要領よくまとめられ、問題点 
　　　　　　（前年同期比など）が、つかみやすいように工夫されている 
□　　□　　毎月、商品グループ別に売上高と粗利益（率）をチェックし、その変化に 
　　　　　　注意している 
□　　□　　今期の減価償却費がどれくらいになるか知っている 
□　　□　　計数分析の手法で、売上高、粗利益、営業利益、経常利益などのバランス 
　　　　　　を分析できる 
□　　□　　前期の損益分岐点の売上高を把握している 
□　　□　　顧客管理データを蓄積して、マーケティングの考え方を導入し、活用して 
　　　　　　いる 
ＹＥＳ ＮＯ 
図表８　部門別業績管理レベル（レベル３）のチェック項目 
出所：千賀（1998）、66ページ。
□　　□　　計数を読める経営幹部の育成の必要性を感じている 
□　　□　　過去の業績推移や財政状態などは、すぐに把握できるようにコンピュータ 
　　　　　　でデータベース化している 
□　　□　　経営幹部に対しては貸借対照表、損益計算書などで業績を公開している 
□　　□　　全社または各部門における業績評価基準が明確になっている 
□　　□　　賞与などについて成果配分という考え方を取り入れている 
□　　□　　部門責任者と定期的にミーティングを行ない、部門別の業績資料で問題点 
　　　　　　を検討している 
□　　□　　社員のコスト意識は高く、社内のチェック体制も厳しい 
□　　□　　人材育成や能力開発が計画的かつ積極的に行われている 
ＹＥＳ ＮＯ 
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るコンサルタントの内容から、中小企業の経営者にお
ける業績管理会計への意識について、ある程度看取で
きるのではないかと考える。とりわけ、各レベルのチ
ェック項目の内容から、その実態がおぼろげながら浮
かび上がっているのではないだろうか。中でも、その
レベルが基本的・初歩的なレベルから始まっている点
に、一般に、中小企業の経営者は、業績管理会計に対
してあまり関心を払っていないのではないかとの感を
抱かざるを得ない。こうした点は、実態調査を行う上
でも、調査項目の検討などに際し、考慮すべき点であ
ると考える。
２．中小企業に対するコンサルタントの事例
本節では、前節の内容を受けて、コンサルタントの
視点から、より具体的な事例を中心に、管理会計に対
する意識の現状を検討したいと考える。
和井内（1996）は、「業績管理の目的は成り行き的
経営ではなく、きちっとした計画経営を実践すること
にある」とし、①経営トップによる全社業績管理、②
部門長による部門業績管理、③社員一人ひとりの個人
業績管理の３つのステージによって進めるべきだと指
摘し、①および②に関して、業績管理会計システムが
重要であることを指摘している［和井内（1996）7-9ペ
ージ］。
これに関連して、具体的な事例として、１つには売
上重視の経営が行き過ぎ、業績管理が不十分だったこ
とが赤字の原因だとして、製品別損益計算書の作成事
例が取り上げられ、そこから固定費と変動費の認識の
問題が指摘されている［和井内（1996）、11ページ］。
もう1つには、損益分岐点分析の結果、採算目標が是
正され、赤字経営から脱却した事例が紹介されてい
る。
いずれの内容も、業績管理会計としてはきわめて基
本的・初歩的な内容ではあるが、こうした事例から、
中小企業経営者においては、いわゆる「経験と勘」に
固執するあまり「成り行き経営」に陥り、ごく基本的
な原価管理・利益管理の思考が育まれていないことが
看取できるのではないだろうか。
こうした現状は、中小企業経営者の管理会計に対す
る認識の低さを提示していると同時に、実務家である
コンサルタントの問題意識を知る上でも、十分に認識
しておく必要性があろう。実務家が中小企業に対する
コンサルティングにおいて抱えている問題点を、詳細
に分析し、中小企業における管理会計適用に関する課
題を析出することが重要ではないかと考える。
ここで、中小企業経営者における問題意識について、
管理会計の中枢をなす原価計算との関連で考えるなら
ば、まず、原価計算目的は、①財務諸表作成目的、②
原価管理目的、③経営管理目的に分類することができ
るが、①の財務諸表作成目的、すなわち、最終的には、
税務申告につながるための必要最低限のことは行う
が、それ以上の資料やデータの作成は、手間を省く、
あるいはそれらの計算コストを発生させたくないとい
った経営上の判断から、とかく軽視されがちなのが現
図表９　次期経営計画の導入レベル（レベル４）のチェック項目 
出所：千賀（1998）、66ページ。
□　　□　　社員参加型で次年度の販売計画、利益計画などの策定を行っている 
□　　□　　社員は会社の現状（業績・環境）と達成すべき目標をよく認識している 
□　　□　　社員の多くはパソコンなどを使いこなして、社内の情報化は進んでいる 
□　　□　　次年度の設備投資などに関する資金計画は予算化している 
□　　□　　社員の自主性が尊重され、指示しなくても自発的に活動する雰囲気がある 
ＹＥＳ ＮＯ 
図表10　戦略的中期経営計画に基づく経営レベル（レベル５）のチェック項目 
出所：千賀（1998）、66ページ。
□　　□　　自社の総資本経常利益率や自己資本比率に関する目標をもっている 
□　　□　　今後３年間の中期経営計画を策定してあり、かつ全社員に理解されている 
□　　□　　経営理念・ビジョンが顧客や社員に浸透し、経営が実践されている 
□　　□　　外部環境の変化や自社の強み・弱みを常に分析し、経営戦略の方向につい 
　　　　　　てチェックしている 
□　　□　　企業家精神にあふれた経営幹部が育ち、社長は後継者の育成に専念できる 
ＹＥＳ ＮＯ 
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実ではないだろうか。
このような背景をも勘案し、上記の事例に基づいて
検討するならば、中小企業における管理会計への認識
は、基礎的データの作成段階から始めるべきところも
存在することから、①財務諸表作成目的でのデータの
充実から始まり、②原価管理目的に関しては、CVP関
係を十分考慮したデータの作成が肝要であり、③経営
管理目的への活用は、今後の大きな課題といえるので
はないだろうか。
また、中小企業の経営者は、業績管理・業績評価を
まったく行っていないのではなく、業績評価と会計情
報が、あまりにもリンクされていない、生かされてい
ない、あるいは生かそうにもそうした判断に資するデ
ータを、そもそもはじめから作成していないといった
ことが障壁となり、そのことはまさに、管理会計の重
要性に対する認識の甘さを露呈しているといえよう。
その結果として、管理会計の視点からの判断を行う余
地がなく、「経験や勘」に依存した経営を行っている
のが現実であると言わざるを得ないであろう。
以上をまとめるならば、業績評価と言った場合、中
小企業においては、それが管理会計的な側面から捉え
られているわけではなく、伝統的なレベルでの知識・
理解の啓蒙段階といっても過言ではないのかもしれな
い。業績評価という場合には、どちらかというと人事
考課が中心で、利益管理と原価管理が考慮されている
というわけではないのである。
一方、業績管理会計の適用が成功している事例も示
されており、その内容は賞与に関する業績評価方法の
一例であるが、伝統的な業績管理会計の概念が適切に
用いられ、中小企業において活用されている例といえ
よう（5）。これに関連して上田は、社員の納得を得られ
る部門別評価の方法として、①賞与の構成の明確化、
②数値化された明確な基準の設定、③労使間協議によ
る運用方法の決定の３点を挙げている［上田（1995）、
48-49ページ］。
この事例のように、人事考課を基にした定性的、あ
るいは主観的な業績評価だけでなく、業績管理会計の
概念を適用した業績評価が、企業の活性化に貢献する
ことを、中小企業の経営者においても、十分認識すべ
きではないだろうか（6）。
Ⅴ　むすび
以上、本稿においては、業績管理会計の中小企業へ
適用可能性について、実態調査に先立ち、当該研究に
おける問題点や課題の提起を中心に検討してきた。そ
こでは以下のことが明らかとなった。
まず、中小企業を取り巻く環境は大きく変化してお
り、それに対応する形で法制面での抜本的な改革がな
された。そこでは経営革新や創業・起業に重点が置か
れ、大競争時代、グローバル化の中での競争優位の獲
得が重要な課題となっている。そうした中、経営管理
の支援ツールとしての管理会計の重要性はますます増
大するであろうことを示した。
続いて、中小企業における管理会計の適用可能性に
ついて、これまでの研究成果にもとづき検討を行った。
そこで明らかとなったのは、まずこうした研究そのも
のが、欧米の論文やテキストの紹介に留まるなど、決
して進んでいるとは言えなかった点である。しかしな
がら、最近では、実態調査や事例に基づく研究がみら
れるようになり、こうした問題に対する意識が表れて
いることが窺える。
また、コンサルタントによる事例や指導例に基づき、
中小企業における管理会計に対する認識の程度につい
て検討を行った。そこでは、中小企業における管理会
計への認識の程度は、ごく基本的・初歩的な程度にと
どまっており、いわば啓蒙段階にあるといっても過言
ではないと考えられる。こうしたことから、実態調査
においては、中小企業経営者の管理会計に対する認識
の程度を把握することが、実態調査の第１段階として
重要なことが窺える。
本稿は、冒頭で述べたように、文部科学省科学研究
費補助金による共同研究「大都市部と農村部における
製造業の存立基盤特性と競争特性の比較研究」の一環
としての研究であり、本格的な実態調査を前に、課題
および問題点の摘出を主たる目的として、先行研究に
依拠しながら問題提起と課題の提示を試みたものであ
る。
本稿では、中小企業の経営者における管理会計への
認識の低さが強調されたが、今日においては、管理会
計はさまざまな経営管理上の課題と結びついており、
その重要性は、大企業のみならず、中小企業において
もきわめて高いものと考える。さらに、伝統的な管理
会計である業績管理会計に留まらず、戦略管理会計の
導入・展開も喫緊の課題であると考える。本稿でも指
摘したが、サプライチェーン・マネジメント、バラン
スト・スコアカード、さらにはISO9000シリーズを軸
とした品質マネジメントなど（7）、さまざまな経営管理
74
手法が中小企業にとっても必要とされており、これら
の諸手法を貨幣数量単位という定量的な指標と結びつ
けることが可能である管理会計の手法は、企業の競争
力強化の上で、ますます重要であると考える。
なお、本研究に関連して、企業経営者や税理士など
数名に対して予備的なヒアリングを行ったので、そこ
で明らかにされた見解をごく簡単に取りまとめてみた
い。
率直なところ、中小企業の経営者の管理会計に対す
る認識は低いといわざるを得ないのが実情のようであ
る。中小企業の経営者が管理会計の重要性を認識して
いないことに加えて、中小企業において、原価管理が
理解できる水準の高度な人材を採用できずにいること
も一因と考えられる。その意味では、会計教育の重要
性も指摘できよう。
もっとも、全ての中小企業経営者が管理会計に無関
心であるというのではなく、管理会計を適切かつ効果
的に用い、良好な企業成績をあげている企業も存在す
るのである。しかしながら、経営者の中には、管理会
計の重要性やメリットは十分に理解しているものの、
会計システムの導入コストの問題や専門の担当者の確
保の難しさなどの諸点から、管理会計システムの導入
を躊躇してしまう経営者もいるようである。
こうした現状の中では、税理士などコンサルティン
グを担う立場からすれば、管理会計の重要性を啓蒙す
ることから仕事が始まるのであり、その説得によって
はじめて管理会計に資するデータの記録が始まるので
ある。具体的には、例えば、部門別、製品別といった、
管理会計の基礎的なレベルの手法や概念が、多くの中
小企業の現場においては、ほとんど実行されていない
のが現実のようである。極端な例を挙げれば、単純総
合原価計算における期末仕掛品の計算すら、いい加減
になされているケースがあるという。「ドンブリ勘定」
が平然と行われており、そのことが経営管理にいかに
深刻な結果をもたらすのかといったことへの認識の希
薄さを感じざるを得ない。
こうした状況の下、例えば税理士は、記帳代行業務
が主となってしまい、自らのコンサルティング能力を
発揮することができず、非常にもどかしい思いをして
いるという。
また、中小企業において、業績管理会計が機能しな
い理由として、製造現場での物量尺度と、財務的尺度
がリンクしていないことが考えられることから、その
要因についても検討したいと考える。このことは、経
営者が技術者出身の方が多いということと不可分では
ないと思われるが、しかしながら、経営管理の視点か
らすれば、看過できることではない。
以上が予備的なヒアリングによる現状分析である
が、今後の研究においては、こうした見解を考慮しな
がら、本稿での検討結果を踏まえ、ヒアリングおよび
アンケート調査による詳細な実態調査を行い、さらな
る課題の提示と、課題解決の方策を見出したいと考え
る。
〈 注 〉
（1）文部科学省科学研究費補助金による共同研究「大
都市部と農村部における製造業の存立基盤特性と競争
特性の比較研究」（平成14年度～平成16年度）は、と
くに中小製造企業の場合、大都市部立地と農村部立地
では、企業と地域コミュニティの関係が質的に異なり、
これによって企業の競争優位特性に特徴の差があるの
ではないかとの仮説に基づき、さまざまな角度から地
域の特性と企業の競争優位特性との相互関係を実証的
に究明しようとするものである。これまでにも、中小
企業や地域産業（地場産業等）についての研究は多数
あるものの、産業環境ばかりでなく生活・文化などの
地域特性にまで踏み込んだ比較研究の例はあまりな
く、一方では、国の基盤的要素がその国に立地する産
業の国際競争力に大きな影響を与えている事実が明ら
かにされてきている。本研究の狙いは、国内において、
こうした関係を解明することによって、地域の特性に
支えられる企業経営のあり方、地域の特性に適合した
中小企業政策あるいは地域の産業振興政策のあり方に
新しい有益な知見を提供することにある。また、最近、
国際的に注目されているクラスター（地域産業集積）
の研究にも貢献できると考えている。
（2）旧来の中小企業診断士制度においては、工鉱業、
商業、情報の３部門からなる部門制が採用されていた。
これは中小企業近代化促進法が業種別の近代化施策を
核としていたからである。
（3）経営革新に取り組む中小企業の具体的事例につい
ては、（社）中小企業診断協会編（2000）を、また中
小企業組合の具体的事例については、新潟県中小企業
団体中央会（2002）を参照のこと。
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（5）部門別業績評価システムの実例［上田（1995）、
48-49ページ］
【目的】
各事業部門の、各製品分野におけるそれぞれの業績
向上を狙いとし、５年前にスタートさせた。
【賞与の構成】
賞与は一律支給分、個人別業績支給分、部門別業績
支給分から構成し、その割合は次のようになってい
る。
・一律支給分…………… 50％
・個人別業績支給分…… 30％
・部門別業績支給分…… 20％
【部門別業績評価の方法】
売上高と貢献利益率を基準に、次のような評価方法
をとっている。
①売上高基準
対基準値比較 評点
110％以上 10点
105％～110％未満 6点
100％～105％未満 3点
100％未満 0点
②貢献利益率基準
貢献利益率 評点
20％以上 10点
15％～20％未満 6点
10％～15％未満 3点
10％未満 0点
なお、基準値等については、毎期首に労使間で協議
する。
③支給率
①と②で求めた評点の合計から、業績支給分の支給
率を決定する。
評点合計 支給率
16点以上 1.3
13点 1.15
9点～12点 1.0
6点 0.85
3点以下 0.7
【部門別業績支給分の計算】
実際の部門別業績支給分は、次のように計算する。
《例》　賞与総額…平均の支給月数は2.4ヶ月
（部門別業績支給分は20％）
部門の業績評価点…20点（支給率は1.3）
部門別業績支給分＝本人の基本給×（2.4ヶ月
×20％）×1.3
【製造部門の業績評価の方法】
製造部門では、各事業部門の業績評価の平均値を適
用する。ただし、次の評価要素を考慮に入れる。
①製造原価低減の貢献度
期首に設定した予算より当期の製造原価が小さかっ
た場合、それが製造部門の貢献によるものと認められ
るときは、次の算式で求めた額を基準額に加算する。
（製造原価予算－製造原価実績）×成果配分支給率
　図表　わが国企業の会計システムのタイプ 
タイプⅠ 
タイプⅡ 
タイプⅢ 
タイプⅣ 
タイプⅤ 
図表に示す記号ａ、ｂ、ｃ、ｄ、およびｅについては、次のとおりである。 
業務用会計システムにデータを入力し出力書類を作成するまでの過程において、 
ａ.　入力作業は企業、会計事務所、コンピュータサービス会社のどこで行うか。 
ｂ.　コンピュータサービス会社が大型コンピュータを用いてデータ処理を行うか否か。 
ｃ.　ハードウェアとして、オフコン、通常のパソコン、指定パソコンのどれを使用するか。 
ｄ.　企業と会計事務所と間がオンラインで結ばれ、データ通信を行っているか否か。 
ｅ.　会計事務所とコンピュータサービス会社との間がオンラインで結ばれ、データ通信を行って 
　　 いるか否か。 
出所：山田（2000）、108－109ページ。
会計事務所 
企業 
会計事務所 
企業 
会計事務所 
指定パソコン 
オフコン 
オフコン 
一般パソコン 
一般パソコン 
○ 
× 
× 
× 
× 
大型コンピュータを使う 
大型コンピュータを使わない 
大型コンピュータを使わない 
大型コンピュータを使わない 
大型コンピュータを使わない 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 
× 
○ 
× 
○ 
× 
（4）
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成果配分支給率は、過去３年間の実績値を勘案し、
毎期首に労使間で協議して決める。
②品質改善の貢献度
クレーム件数が減少するなど、製造部門の貢献によ
り品質改善が達成されたと認められる場合は、評価要
素に加える。
【事業部門以外の部門別業績評価の方法】
事務部門や管理部門の部門別業績評価は、前者の営
業利益が目標値を上回り、かつ事務・管理部門の経費
（固定費）が予算を下回った場合、次の算式で求めた
額を基準額に加算する。
（営業利益実績－営業利益目標）×成果配分支給率
成果配分支給率は、過去３年間の実績値を勘案し、
毎期首に労使間で協議して決める。
（6）成果主義での評価制度のモデルとして、職種別に
業績評価を行い、その評価項目の一部に業績管理会計
の内容を取り入れたモデルが青田によって示されてい
る。詳細は青田（2002）を参照のこと。
（7）近年、国や自治体がISO9000シリーズ認証取得を
入札参加条件にする傾向が強まっており、それを受け
て建設業においては、ISO9000シリーズ認証取得の動
きが高まっている。地方企業の具体的事例に関して、
新潟県については、ホクギンレポート（2001）を、山
口県については、永田（2001）をそれぞれ参照のこと。
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